
くろうど だより

年（平成 年） 月号 年（平成 年） 月号 

クロウド社会保険労務士事務所 
： ：

発行元：クロウド社会保険労務士事務所 〒  ポートビル

2
2019人事・労務に役立つNEWS LETTER  

月刊 く  ろ  う  ど 

１ ３くろうどだより 働き方改革関連法 

２ ４有給休暇の管理状況についてご確認ください 外国人材の受入れ拡大のための法案が成立 





働き方改革関連法－年次有給休暇の時季指定義務制度の創設①

平成 31（2019）年４月に主要な改正規定の施行を控えた「働き方改革関連法」について、年次有給休

暇の時季指定義務制度（労働基準法の改正）を取り上げます。

＜年次有給休暇の時季指定義務制度とは＞ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・年次有給休暇の時季指定義務制度① 基本的な内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

この制度は、年次有給休暇の取得を促進するために設けられたものです。 

この制度により、企業（使用者）は、10 日以上の年次有給休暇が付与される社員（労働者）に対して、年次有給休暇の日数のうち

年５日については、使用者が時季を指定して、労働者に取得させることが必要となります。 

ただし、労働者の時季指定や計画的付与により取得された年次有給休暇の日数分については、時季指定の必要はありません。 

●業種・規模を問わず、すべての企業が対象となります。 

●10 日以上の年次有給休暇が付与される社員であれば、正規・非正規を問わず対象となります。また、管理監督者も対象となりま

す。 

●社員が時季指定した場合や計画的付与がなされた場合、あるいはその両方が行われた場合には、それらの日数の合計を年５日

から差し引いた日数について、会社に時季指定が義務づけられる。それらの日数の合計が年５日に達したときは、会社は時季指

定の義務から解放される。 

●時季指定しただけでは足りず、実際に対象となる社員が年５日以上の年次有給休暇を取得する必要がある。

年次有給休暇を取得しない 

労働者がいると・・・ 

 使用者が積極的に取得させ

ないと、罰則が適用される仕

組みになりました！（罰則の

内容は、30万円以下の罰金） 

★会社によっては、年次有給休暇について、法定の基準日より前に付与したり、基準日を統一したりといった取り扱いを

していると思いますが、そのような場合の時季指定ルールも規定されています。詳しい内容についてはお尋ねください。

また、この改正にあわせて、年次有給休暇の管理が厳密に求められることになり、会社は、社員ごとに「年次有給休暇管

理簿」を作成し、３年間保存しなければならないことになりました。次号で取り上げますが、この件についても、気軽に

お尋ねください。

＜時季指定義務制度の注意点＞ 

お仕事 
カレンダー 
3月 

お仕事 
カレンダー 
2月 

2/1 2018年分贈与税の申告と納付の開始（～3月15日）

2/12 一括有期事業開始届の提出（建設業）

主な対象事業：概算保険料160万円未満で、かつ請負金額が1億8,000万円未満の工事
1月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付

2/28 1月分健康保険料・厚生年金保険料の納付）
2018年12月決算法人の確定申告と納税・2019年6月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで）
3月・6月・9月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで）
じん肺健康管理実施状況報告書の提出期限

固定資産税（都市計画税）納付（第4期分）



2018（平成30）年12月に閉会した第197回臨時国会の会期内に、外国人材の受入れを拡大するための法案（出入国管理

及び難民認定法及び法務省設置法の一部を改正する法律案）が成立しました。

改正法の柱は、新たな在留資格「特定技能（1号・2号）」の創設です。

また、法務省入国管理局を格上げし、出入国在留管理庁を新設。外国人の在留管理や受け入れ企業の指導・監督を行うこ

ととしています。

2019（平成 31）年 4 月からの新制度のスタートに向けて、同月末頃には、基本方針や分野別運用方針なども閣議決定さ

れ、受け入れ体制の整備が急ピッチで進められています。

以下で、特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針の概要を紹介します。

制度の意義に関する事項 

中小・小規模事業者をはじめとした深刻化する人手不足に対応するため，一定の産業上の分野において，

一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていく仕組みを構築

外国人により不足する人材の確保を図るべき産業

上の分野に関する事項 

特定技能外国人を受け入れる分野

生産性向上や国内人材確保のための取組を行っ

てもなお，人材を確保することが困難な状況に

あるため，外国人により不足する人材の確保を

図るべき産業上の分野（特定産業分野）

人材が不足している地域の状況に配慮

大都市圏その他の特定地域に過度に集中して就

労することとならないよう，必要な措置を講じ

るよう努める

受入れ見込み数

分野別運用方針に向こう５年間の受入れ見込み

数を記載

求められる人材に関する事項 

特定技能１号 特定技能２号 

技能水

準

相当程度の知識又は経

験を必要とする技能

（※）

熟練した技能

（※）

日本語

能力水

準

ある程度日常会話がで

き，生活に支障がない程

度を基本とし，業務上必

要な日本語能力（※）

―

在留期

間
通算で５年を上限

家族の

帯同
基本的に不可 可能

※ 分野所管行政機関が定める試験等で確認

その他、この制度により受け入れた外国人労働者の雇用形態について、「フルタイムとした上で，原則

として直接雇用。特段の事情がある場合，例外的に派遣を認める（分野別運用方針に明記）」といった内

容を規定

★特定産業分野は、次のとおりです。

①介護、②ビルクリーニング、③素形材産業、④産業機械製造業、

⑤電気・電子情報関連産業、⑥建設、⑦造船・舶用工業、⑧自動車整備、

⑨航空、⑩宿泊、⑪農業、⑫漁業、⑬飲食料品製造、⑭外食業

これらの特定産業分野においては、新制度への理解を深め、外国人労働者の受け入れを積極的に進めるか否かを判断し

ておく必要がありますね。

詳しい内容を知りたいときは、気軽にお声掛け下さい。

外国人材の受入れ拡大のための法案が成立 基本方針なども決定

・・・・・・・・・・・・・・・・・特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・

読者の皆さまへ 

 皆さまのご意見、ご感想をお待ちしております。随時お寄せ下さい。

 ニュースレターの内容を無断で複写・転載することは著作権の侵害となります。くれぐれもおやめください。 

 ニュースレターで取り上げた内容は、直面した事実をありのままに記載しているのであって、個人や団体を誹謗中傷するも

のではございません。誤解のないようお願いいたします。 
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